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被相続人の死亡に より,そ の有 していた財産は全て包括的に相続人に受け継がれ,相 続

人が数人ある時は,相 続財産 はその共有 となるのであるが(民898条),共 同相続人は原則

として何時で も遺産分割の協議をす ることが出来ると共に,若 しその協議が調わないとき

等には家庭裁判所に遺産分割の審 判を求める事が出来 ることとなっている。(民907条,家

事審9条 乙類10号)一 方,真 実には相続権を持たないに も拘 らず 自ら相続人であると称す

る所謂仮称相続人が遺産を占有 し,真 正相続人の相続権(相 続開始後 の相続人の地位)を

侵害 してい る場合に,真 正相続人は仮称相続人に対 し侵害 された相続権の回復を請求する

ことが出来 るが,こ の相続回復請求権は真正相続人が 自己の相続権 の侵害 されたことを知

った ときか ら5年,又 は 相続開始の時から20年 の消滅時効に掛かることにな っている。

(民884条)

そ こで問題 は,共 同相続人 の一部の者が他の者を排除 して遺産 を占有 し,民 法884条 の

消滅時効の要件がみたされた場合に於て も,排 除された共同相続人か ら遺産分割の請求が

出来 るか とい うことであ る。 これを分析す ると,先 ず第一に,共 同相続人の一部の者が他

を排除 して遺産を占有 している場合に も,そ の者の相続分を越 える部分については仮称相

続人であ ると考え られ るので,被 排除老たる共同相続人から排除者たる共同相続人に対 し

て遺産の共 同占有,共 同管理 を要求す る権利 もやは り相続回復請求権 として 民法384条 の

消滅時効に掛か ると考えるべきであるか どうか とい うことであ り,更 に仮に上記 の場合に

消滅時効に掛か ると考えた場合,こ のように既に他の共同相続人が遺産 を占有 し被排除者

の相続回復請求権が民法884条 に より時効消滅 した 後に於て,被 排除者た る共同相続人か

らの遺産分割の請求に対 し排除者たる共同相続人は相続回復請求権V'つ いて既に消滅時効

が完成 していることを理由に,こ れを拒む ことが出来 るか とい うことであ る。

C/こ の問題に関 しては学説判例 ともに分かれているが,ま ず これを整理 してみ ると,

甲乙両説に大別す ることが出来 る。 即ち 甲説は共同相続人の 一部の者が 他を排除 して遺

産を占有 した場合に,被 排除者たる 共同相続人 よ り回復を請求す るのは 相続回復請求で

あ るか ら,民 法884条 の消滅時効の規定 の通用が認め られるべきであ り,更 に相続回復請

求権が時効消滅 した場合,遺 産分割請求 も許されないとす る見解であ り,こ れに反 し,乙

説は,共 同相続人間では相続人 平等の理念か ら専 ら遺産分割に よってのみ問題を解決 し,

相続回復請求権 を問題 とすること を認めないか或は少な く とも民法884条 の消滅時効の規

定 の適用を排除 しようとす る見解 である。即ち問題の前提たる相続回復請求権 の成否につ

いて,甲 説は積極に,乙 説は消極に解せん とし,そ の結果問題の結論たる遺産分割請求権
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の有無については逆に 甲説は消極,乙 説は積極説を とることとなっている。

f-」)先ず判例は主 として甲説に よる。即ち

(1)大 阪高裁昭37.11.17決(家 裁月報15巻2号)は 相続回復請求 と遺産分割請求 とを区

別 しつっ,相 続回復請求権が時効消滅 した場合,当 該遺産について被排除共同相続人は相

続適格 を喪失す るため遺産分割請求をすることが出来ない とする。即ち,「 ……Xは 相続

の開始の日の昭和22年7月3日 当時,Yと ともにAの 共 同相続人 とな った ことを知 ってお

り・Aの 前示遺産 のあることを調べず,こ れに対す る自己の相続分 を放置 していた処,そ

の後9年 後,Yの 養子Bの 前示持分放棄による名儀書替の要求に接 して遺産の存在を知 り,

昭和33年 中前示損害賠償 の訴 を(筆 者のい う相続回復請求 として)提 訴 した ものであ り,

他方YはAの 共同相続人であるが,殊 に前示遺産中の田の収益を全部取得 して,Xの 共同

相続人た る財産上 の地位を明確に排除 しその相続権(民 法905条1項 にい うところの相続

分)を 侵害 し,Aの 遺産に対す るXの 相続分を も占有管理 しているもの とい うべ きであ

る。そ してYは 前示のよ うに時効の援用をした。す るとXは 昭和27年7月3日 当時 までの

間相続回復請求権 を行なわか った ものであってその相続回復請求権は消滅 した ものといわ

ねばな らない。従 ってXは 共同相続人としてYに 対 し遺産の共有を回復主張す ることが出

来ない以上本件遺産分割審判の申立人たる資格を有 しない ものとい うべ きである。相続回

復請求権が時効で消滅 したか否かについての抗争は元来訴訟事項であるけれ ども,遺 産分

割審判手続に於て審判事項の 先決問題 として 審理判断 しうるもの と解するのが 相当であ

る。Xの 本件審理 の申立 は不適法であるとい うべきであ る。……」

(2)福 島家裁白河支部昭和37年10月27日(家 裁月報15巻2号)は 相続回復請求権 と遺産

分割請求権 とを明らかに区別 しつつ,遺 産をめ ぐる権利関係を速かに確定 しようとす る民

法884条 の立法趣 旨に照 して,右 消滅時効が完成 している場合,被 排除者たる共同相続人か

らの遺産分割請求に対 して相手方はそれ を援用 して侵害部分の返還を拒否することが出来

るとす る。即 ち 「遺産の分割は共同相続人間で遺産 を分割す ることであって,分 割の対象

である遺産即ち相続財産については,共 同相続人の一部 の者が遺産の全部又は一部を占有

等 して 他の共同相続人の 相続権を侵害 して い ようがい まいが これを 問わない ものである

し,相 続人の資格につき争いがあ り,審 理の結果相続人であることが明らかになった場合

も遺産の分割 とみ るべ きであ る。 これに対 し,相 続回復請求は相続人が仮称相続人に対 し

その相続権 の侵害を要件 として相続財産の回復を求める権利である。その相手 となるもの

は審理の結果表見相続人であ ることが明白となった場合も相続回復請求権 の行使 とみるべ

きである。従 って本件 申立の対象 となった遺産につ き,仮 に相手方が遺産 を占有 し申立人

の相続権を侵害 していた として も,本 件記録上 明白なよ うに被相続人の共同相続人である

当事者双方が互いに相続権のあることを争わない以上,相 続権の侵害 の有無に拘 らず,本

件遺産についての分配は,遺 産分割申立に よってのみなすべ きであるか ら,本 件申立 ての

適法なことは云 うまでもな く……」 「……然 して,本 件では相手方は相続権の侵害を主張

して相続財産 の返還を争 っている。そ してこの点につき審理の結果相手方主張 の事実が認

め られ るとすれば,相 手方は申立人の 共有持分権を 侵害 していることとな るものである
、が
,民 法が884条 で短期消滅時効を定 め,仮 称相続人 とこれに基いて発展 した相続財産関

係を速かに確立 して長年月の後に覆滅することの不当を制限 しよ うとした立法趣旨に照す

と,相 手方は申立人の侵害部分の返還請求に対 し,右 同法条所定の時効が完成 していたと

すれば,そ の援用に より侵害部分の返還はこれを拒否す ることが出来 るものと解す るのが
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相当であ る。……」

これに対 し東京地裁昭和39.5.7判 下級民集15巻5号1035頁 は乙説を とる。即ち,「 本訴は

他 の共同相続人を除外 して被告が相続財産であ る本件不動産について,単 独所有権移転登

記を した場合に於て,除 外 された共同相続人である原告等か ら,共 有権に対す る妨害排除

として登記を実体的権利に合致 させ るため,自 己の持分について更正登記手続を求めた も

のであ り,そ の訴訟物は通常の共有権に基 く妨害排除請求権であって,相 続回復請求権 と

しての性質を有 しない ものである。けだし,相 続回復請求権は本来相続権のない者が権限

な くして相続財産の管理処分をす る場合に真正な相続人に相続財産を回復す るために認め

られた特殊な請求権であ るが,現 行法上かか る請求権を認め る実益は民法884条 に規定す

る短期消滅時効以外存 しないのであ って(個hの 財産 を特定す ることな く包括的に相続に

よって取得 した財産上 の地位を回復する請求は,請 求 の特定執行な どの点に於て疑問があ

り,そ の成否は極めて疑わ しい),右 短期消滅時効の設け られた趣 旨は,家 督相続の廃止

された現行法の下に於ては必ず しも明瞭 とはいい難いが,表 見相続人が相続財産を管理処

分 している場合に これを永 く不確定 な状態にお くことは相続が重大な利害関係を伴 う事項

である意味に於 ても,又 表見相続人の保護,取 引の安全 のために も避けるべ きであ るか ら,

真正相続人の回復請求に短期消滅時効求設け ることは理 由がないとはいえないが,相 続財

産が共同相続人の一員の手中にある場合に於ては,遺 産分割の問題 として考えれば足 りる

のであ って(殊 にその場合に短期消滅時効のため共 同相続人が分割請求権 を喪失 し相続財

産につ き何 らの権利 をも取得 し得ないとすることは,専 横な相続人の利益に偏 し共同相産

の理念徹底 を期 しえない処がある。),共 同相続人が遺産分割の前提 としてその相続財産に

つき共 同相続人の共有関係を回復す ることは,通 常の共有権に基 く妨害排除請求権であっ

てて,こ の場合相続回復請求権の性質を有するものとい うことはで きない。」

⇔ 次に学説に於ては乙説が優勢である。即ち

(1>泉 久雄氏(註 釈民法相続編38頁)は,遺 産分割前つ ま り遺産共有が継続 している間

に於ては,真 正相続人問に於 ては相続回復請求権は問題にな らず,真 正相続人は遺産管理

へ の参加(民252条)或 は遺産分割請求(民907条)の 方法に よって 自己の相続権 の内容を

実現すれば よい とす る。

(2>星 野英一氏(家 族法大系VI354～5頁)は,共 同相続の理念か ら,共 同相続人の問

では相続回復請求権は存在せず専 ら遺産分割の問題 と解すべ きであって,そ の場合,遺 産

を占有す る共同相続人は相続回復請求の時効消滅をもって抗弁 とす ることが出来ない とす

る。

(3)田 尾裾分両氏(判 例タイムズ174号85頁 以下)は,被 排除者た る共同相続人は 排除

者たる共同相続人に対 し,遺 産の共同管理,占 有,収 益へ参加す ることを請求することが

出来 るが,こ の共有への参与の請求は,相 続回復請求 とい うことが出来 るとしながら,こ

の相続回復請求は次のような理由で民法884条 の適用は受けない とす る。即ち,① 相続

人の平等 とい う相続法の理念か らすれば,共 同相続人の一部 の老が利益を受けるよ うな こ

とはできるだけ避け るべ きこと。 ② 共同相続人間には,純 粋の仮称相続人 と真正相続人

との問に於ける場合 と違い,特 殊な人聞関係がある。即ち,純 粋の仮称相続人 と真正相続

人の間では,遺 産 の処理 も分配が問題なのではな く,ど ちらが取得す るかが問題であ るか

ら,こ の場合権利関係を明白にす るため,権 利者が時効に よって不利を受けて も止むを得

ない。他面,真 正相続人の相続回復に よる表見的権利関係の覆滅は,権 利関利の全面的交

3



～ 相続回復請求権と遣産分割請求との関係一

代を招来 し,そ の影響は重大である か ら民法884条 の短期消滅時効を認める理由があ る。

これに反 し,共 同相続人間に於ては特殊な人間関係があ り,遺 産の 価値保存 の点か らも

被排除者たる 共同相続人 の権利行使を 急かすべ き必要 は少ない。 また これに権利不行使

の不利益を負わせ るの も適当でない。 更に,共 同相続人間では 遺産 の共有形態を 変更す

るのみで足 り,分 割を 行 うに して も共 同相続人間の分配の 問題であ るに とどまり,そ の

影響 も少ない。 他の共同相続人の犠牲に 於て他の 一部の排除者を 保護す る理由はない。

③ 相続回復請求権の 消滅時効の効果が 不徹底であること。(因 みに,相 続回復請求権

が消滅時効 した場合の効果について,右 の田尾 一裾分説は 相続回復請求権 の 集合である

とす る立場に立ち,時 効に よって 消滅す るのは 個 々の 物上請求権 の集合たる相続回復請

求権があ って,本 権た る相続権(所 有権等の集合的地位)へ は何の影響 もない と解 してい

る。)

これに対 し,学 説 として甲説を とる ものは,谷 田貝三郎氏(法 律時報35巻9号)で ある
。

即ち,相 続回復請求 と遺産分割請求 とを区別 し,共 同相続人間に於 ても相続回復請求権

が消滅時効にかか ることを認めた上,相 続回復請求権について短期消滅時効を定める趣 旨

が,真 正相続人 と仮称相続人或はそれか ら遺産を譲 り受けた第三取得者 との各間の権利関

係を速かに確立す ることにあることに照 らして,遺 産分割請求に於ても,民 法884条 の消

滅時効を援用す ることを認めるべ き実質的理 由があ るとし,更 に,そ の理論的根拠 として

共 同相続人の一部を排除 してなされた遺産分割の無効を主張 して,被 排除者た る共同相続

人が遺産の再分割を請求す るのは,相 続 回復請求 の一態様であるとす る考え方(我 妻立石

367頁)を 一歩進めて共同相続人がその一部の者 を排除 して遺産を占有 している場合に於

ける遺産分割請求は,常 に相続回復請求の一場合であると解 しようとす る。そ して,か く

解 し うる理由として,遺 産分割が実現 された暁にはその遡及効によ り相続開始の時に遡 っ

て権利取得が認められ(民 法epo条),そ れ まで相続財産 の占有管理から除外されていた者

も取得 した物 また権利の引渡を請求す ることが出来るのみな らず,そ れ までの収益の返還

を請求することが出来て,完 全に相続回復請求の目的を達す ることが出来 るか らであると

す る。

そ こで以下本問題に於て,主 要 の論点 とな るべ き事項について,判 例学説上 の両説の主

張 を辿 りなが ら検討 してい くこととす る。

先ず,共 同相続人間には相続回復請求権の成立は否定せ らるべ きものか どうかについて

考えるど,共 同相続人中一部 の者が他の者を排除 して遺産を占有 している場合は,そ の相

続分を越 える部分については,仮 称相続人 とい うの外な く,従 って遺産分割請求に関する

民法907条 を除外 して考える場合には,当 然相続回復請求権の成立あることは当然である。

ところが,共 同相続人間には民X307条 の遺産分割請求権の制度あるため,か よ うな相続

持分について仮称相続人の侵奪があってもこ治が相続回復請求権は認 めえないものと云え

るか とい うことが問題になる。乙説中泉氏,星 野氏,東 京地裁昭和39年 の前記判例はいず

れ も,共 同相続人の平等 とい う共同相続の理念か ら共 同相続人の間では相続回復請求権は

存在せず専ら遺産分割の問題 とすべ しとし,ま た田尾裾分説は右 と同 じく共同相続人平等

の理念のほか,更 に共同相続人間に特殊人間関係があること,相 続回復請求権の時効消滅

の効果が不徹底であ る こと等の理由か ら,共 同相続人間に於ては民法884条 の消滅時効の
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規定の適用を排除 しようとす る。

思 うに共同相続人 の平等 とい う理念か ら考えるならば,右 の乙説の理由づけはいつれ も

傾聴に値すべきものではあるが,し か し相続が開始 した後20年 以上 も相続財産 を他 の共同

相続人の占有にまかせて,自 己の権利を主張せず,い わゆる権利の上に眠 っている相続人

をいつ まで も保護す る必要があるか どうか疑問に思われるし,ま た相続回復請求権の時効

消滅 の効果が本権たる相続権に影響を与えない不徹底なものであ るとい う考え方について

は,後 述の如 く賛成 出来ないので,結 局遺産についての権利関係,事 実関係を速かにある

べ き姿に戻させ よ うとす る 民法884条 の趣旨を 考えるならば,や は り共 同相続人間に於て

も同条の適用を認むべ きであると解せ ざるをえないのである。

然 らば,次 に右 のように 被排除共 同相続人の 相続回復請求権が 時効消滅 した場ntr,そ の

者の排除者た る 共同相続人に対す る 遺産分割請求は 如何なる 影響を受けるか とい うこと

が問題になる。 甲説に依れば,相 続回復請求権が時効消滅 した場合,被 排除共同相続人は

最早や遺産分割請求は出来ないとせ られ るのであ るが,そ の理 由づけ として,福 島地裁白

河支部昭和3r6年審判は民法884条 の立法趣 旨か ら,同 法所定の時効が完成 しているときは,

排除者た る共同相続人は その援用に よ り遺産分割の請求を拒むこと が出来るとして いる

が,相 続回復請求権 と遺産分割請求 とを明白に区別 してお りなが ら,前 者に関す る消滅時

効 の規定を後者に おいて援用す る ことを認める理論的根拠が明白で ない と考え られる。

(同旨法律時報3巻9号)ま た,谷 田貝説は共同相続人がその…部の者を排除 して遺産占

有 している場合に於け る遺産分割請求を相続回復請求の一一場合であ ると構成 し,後 者に関

する消滅時効の規定を前者に も適用す ることを認め ようとするのであるが,両 権利の法的

性格が異な り,前 者が形成権で後者が請求権 と解 されている以上,前 者をもって後者 の一

場合 と解す ることには疑問が残 ると云わざるを得ない。(同 旨判例 タイムス174号90頁)

思 うに,遺 産分割請求は,共 同相続人 の各人がその請求によ り共同相続人間に於て遺産

を分割 しなければな らないとい う一定の権利関係を形成す る形成権であ り,ま た,相 続回

復請求権はそれを包括的な もの と解す るか集合的なものと解するかは兎も角相続人の地位

を回復す るための請求権であると考えるのが一般的考え方であ って,両 者は法的性格を異

にす ると解せ られ るので,後 者の消滅時効の規定を前者に直接に適用す ることは出来ない

であろ う。 しか し,元 来遺産分割請求は各共同相続人が遺産について相続持分を有 してい

ることを前提 として,遺 産を各持分に従 って分割す るものであるところ,相 続回復請求権

が時効消滅 した場合その効果 として被排除相続人の当該遺産に対す る相続権は消滅 し,表

見相続人に於て遡及的に相続権を取得 した ことになると解す るべ きであるので(同 旨近藤

483頁,中 川註解31頁,於 保41頁 。 反対前記 田尾 一裾分説)そ の場合被排除共同相続人は

遺産分割請求の前提 とい うべ き遺産の相続分を喪失 した とい うことにな り,最 早遺産分割

請求は認め られない とい う結論になると解せ られ るのであ る。前記大阪高裁昭和37年 決定

は,相 続回復請求権が時効消滅 した場合被排除共同相続人遺は続分割請求の資格を失 うと

しているが,大 体右の考えと同様の考え方を しているのではないか と考える。


